
平成２８年３月 

 

日本医師会 

会長 横倉 義武 殿 

                産業保健委員会 

                  委員長 相澤 好治 

 

 

産業保健委員会答申 

 

 平成２６年１０月１日に開催しました第１回委員会において、貴

職より「産業保健活動総合支援事業推進のための具体的方策と社会

の要請に応える日医認定産業医制度」について、諮問を受けました。 

 これを受けて本委員会では、平成２６年度および平成２７年度に

わたり、諮問事項について鋭意検討を重ね、以下のとおりとりまと

めましたので、答申いたします。 

 

 

 

 



 

産業保健委員会委員名簿 

 
委 員 長  相澤 好治   北里大学名誉教授 

 

副委員長  石川 紘    岡山県医師会長 

 

 〃   堀江 正知   産業医科大学教授 

 

委    員 天木 聡    東京都医師会理事（2015.8.4 ～ ） 
 

〃   池田 久基   岐阜県医師会副会長 

 

〃   生駒 一憲   北海道医師会常任理事 

 

〃   岩動 孝    岩手県医師会副会長 

 

 〃   圓藤 吟史   大阪市立大学名誉教授 

   

〃   黒澤 一    東北大学大学院教授 
 

 〃   坂本 不出夫  熊本県医師会副会長 

 

〃   鈴木 克司   兵庫県医師会常任理事 

 

〃   西山 朗    愛知県医師会理事 
 

〃   益田 元子   大阪府医師会理事 
 

〃   諸岡 信裕   茨城県医師会副会長 

 

〃   山口 いづみ  前東京都医師会理事（2014.9.2 ～ 2015.8.3） 

 

    



 

目 次 

 

I 産業保健活動総合支援事業推進のための具体的方策・・・   1 

 

II 社会の要請に応える日本医師会認定産業医制度 ・・・・  6 

 

Ⅲ 労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度・・・・・ 10 

 

Ⅳ 小規模事業場における産業保健活動の推進・・・・・・・ 13 

 

 

Ⅴ 産業医制度のあり方          ・・・・・・・ 17 

 

 

参考資料（巻末） 

（1）産業保健活動総合支援事業における地域産業保健センター事業に関するアンケー

ト調査結果 平成２７年６月 

 

（2）産業医活動に対するアンケート調査結果 平成２７年９月 

 



 

 
 



 

1 

I 産業保健活動総合支援事業推進のための具体的方策 

1)はじめに 

平成元年に始まった地区労働衛生相談医制度モデル事業やその後の産業保健

推進センター事業、地域産業保健センター事業等を経て、平成 26 年度から産業

保健活動総合支援事業が開始されたことを受けて、この事業の中核をなす都道

府県産業保健総合支援センターとその地域窓口（地域産業保健センター）にお

いて活発な活動が推進されるための具体的な方策を検討した。 

平成 27 年 3 月～4月に、平成 25 年度まで実施していた産業保健に関する 3

つの事業を一元化（以下、三事業一元化）して産業保健活動総合支援事業が開

始されたことの影響について、産業保健総合支援センター地域窓口（350 カ所）

に協力をしている郡市区医師会を対象にアンケート調査を実施し、339 カ所か

ら回答を得た（回答率 96.9％）。その結果に基づいて、産業保健委員会におい

て審議を行って課題を整理し、今後のあり方について提言を取りまとめた。 

 

2)事業企画 

三事業一元化によって、都道府県と郡市区におけるメンタルヘルスに関する

ものを含めた相談窓口がいずれも産業保健総合支援センターとしてまとめられ

た。このように産業保健を支援する事業が、都道府県と郡市区において一体的

に企画されるようになったことは、利用者にとってわかりやすく専門職同士も

連携しやすい体制が構築されたと評価できる。 

一方、これまで都道府県医師会と郡市区医師会とが積極的に連携し事業を企

画してきた地域においては、地域窓口を含めて設置者が労働者健康福祉機構本

部となったことから、各医師会が関与しにくくなり情報も入手しにくくなった

という指摘がある。また、国から機構に示された中期目標およびこれに基づい

て機構が策定した中期計画等に基づき、全国一律で画一的な事業企画が推進さ

れ、計数可能な指標が採用されて目標も設定されるようになったことで、地域

によって異なる関係諸団体等との連携の必要性など地域の特性に合わせた事業

の企画が行われなくなったという指摘もある。 

産業保健活動総合支援事業が成果を挙げるには、今後も、各都道府県医師会

と各郡市区医師会による主体的な協力が不可欠であることは論を俟たない。 

そこで、労働者健康福祉機構が、各都道府県医師会や各郡市区医師会と、地

域の運営協議会のみならず、普段から十分に意思疎通を図り、連携することで、

それぞれの医師会が実質的に事業企画に関与できるようにするとともに、地域

特性を考慮しながら利用者にとって効果的な支援ができるような事業企画が行

われるよう一層の配慮を行うよう要望すべきである。 
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3)経理 

三事業一元化によって、医師会が経理上の責任を負う必要がなくなったこと

は評価できる。産業医活動に関する傷害保険や賠償責任保険に加入したことや

資料作成等の準備作業についても費用が計上できるようになったことも高く評

価できる。また、委託事業ではなく補助金事業となったことから、年度初めの

4月から事業を実施できるようになったことも評価できる。 

一方、労働者健康福祉機構本部による予算の執行が過度に画一的になってい

る場合があるという指摘がある。たとえば、特に地域産業保健センターにおい

て地域事情を考慮した旅費の運用ができないこと、予算執行の可否判断に時間

がかかり迅速性や自由度が損なわれていること、予算の推移から年度途中でも

事業の中断・縮小・制限が生じていることなどの指摘がある。利用者の支援や

専門職の活動よりも経理上の都合を優先しなければならない事態が生じること

は本末転倒である。 

今後、労働者健康福祉機構が、この事業が安定的に実施され継続されるよう

に、国の基準等に基づく予算の効果的な執行や業務運営の効率化等だけでなく、

必要な経費の運用体制が一層改善されることを期待したい。また、労働者健康

福祉機構が、各産業保健総合支援センターにおける活動がそれぞれの地域特性

を踏まえた効果的なものになるよう経理面からも一層の支援をすることを期待

したい。 

 

4)運営 

三事業一元化では、都道府県と地域とのそれぞれのセンターで運営協議会が

設置されているが、その機能や活動は未だ十分に発揮されているとはいえない

という指摘がある。 

そこで、各センターでは、日頃から都道府県医師会や郡市区医師会と運営主

幹等を通じて十分な意思疎通を図るとともに、運営協議会で積極的に意見交換

を行い、その議事録を積極的に活用して審議内容を確実に実行するよう努める

べきである。そして、地域産業保健センター利用者の満足度を向上させる施策

を検討することや地域産業保健センター間での交流を促進することが望まれる。 

 

5)個別訪問 

産業保健活動総合支援事業のうち事業場の個別訪問では、産業医とともに保

健師や栄養士等の専門職を積極的に活用することによって、利用者の満足度が

向上するという指摘があった。 

そこで、事業場の個別訪問を充実するとともに、事実上の活動の上限として

受け取られている謝金の支払基準を緩和して、産業医や保健師は 3時間／日か
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ら 4時間／日に、また、コーディネータは 5時間／日から 7時間／日とするこ

と等による活動環境の整備が望まれる。 

 

6)窓口相談 

産業保健活動総合支援事業のうち窓口相談では、健康診断結果票の見方とい

った初歩的な相談も募集すること、個別の相談・指導の内容を記録してもよい

ようにすること、メンタルヘルス対策の推進経験が豊かな産業看護職、臨床心

理士、精神保健福祉士が一層関与できるようにすることなどその活性化に有益

な事項について検討し、積極的に推進すべきである。 

 

7)事業報告 

産業保健活動総合支援事業では、事業報告書その他の活動記録に関するさま

ざまな書類が主に経理上の支出根拠として利用されることが意図され、記載を

求められる事項が非常に多いことが大きな課題として指摘されている。これら

の書類を記入するために多大な時間を要していることは、当該事業の効果や効

率を低下させている懸念がある。また、これらの書類が、同事業の本質的な活

動で利用されていない懸念がある。 

そこで、経理上で必要な文書については、根拠として不可欠な事項を除いて

大胆に簡素化することが望ましい。また、電子メールによる業務報告など合理

的な方法について検討することが望ましい。 

 

8)登録産業医 

産業保健活動総合支援事業では、平成 20 年から平成 25 年までの間に、地域

産業保健センター事業の実施形態が突然変更されたり産業保健推進センター

（当時）が縮小されて連絡事務所に変更されたりした経緯から、それまで献身

的に関与してきた多くの登録産業医が熱意を失ってしまった。 

今回の産業保健活動総合支援事業では、それらの登録産業医も含めて、改め

て地域産業保健センター事業に熱意をもって活動してもらえるような方策を検

討すべきである。そのためには、認定産業医が地域産業保健センターに登録し

てもらえるよう処遇を改善すること、登録産業医のための研修機会を確保する

ことなどが望ましい。 

 

9)コーディネータ 

産業保健活動総合支援事業では、コーディネータの熱意、関連知識、積極性、

行動力などといった資質が極めて重要である。しかし、現在は委任契約であっ

て、継続的な身分保障がない。それにもかかわらず、実績報告などの経理上の
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理由から膨大な事務作業を手引きなどで具体的に指示されている実態がある。 

本来、コーディネータは安定した身分保障と報酬が得られ、やりがいを感じ

られる立場でなければ、有能な人材を得にくいのが実情である。 

そこで、労働者健康福祉機構は、コーディネータの身分を安定化させ、労働

条件を改善するよう努めるべきである。また、その業務を支援するうえで、膨

大な事務作業の一部は委託できるようにすること、コーディネータに能力向上

のための研修機会を確保することが望ましい。更に、コーディネータは、都道

府県医師会とともに郡市区医師会との連携を強化するよう指導することが望ま

しい。 

 

10)労働基準行政との連携 

産業保健活動総合支援事業では、労働基準監督署の活動との連携が不可欠で

ある。事業場の個別訪問では、労働基準監督署による立入調査・指導時の資料・

情報を活用することが望ましい。また、長時間労働者の面接指導を繰り返し依

頼する事業場については、地域産業保健センターによる活動だけでは不十分で

あり、労働基準監督署による指導を強化することが望ましい。 

 

11)大企業による地域産業保健センターの利用 

産業保健活動総合支援事業では、大企業の支店・営業所等による利用よりも、

独立の中小事業場を優先して支援すべきである。厚生労働省は、大企業の小規

模事業場について、地域産業保健センターを利用するのではなく、同社内の産

業医に対応させるよう行政指導を強化すべきである。 

 

12）就業区分の判定 

地域産業保健センターでは、限られた時間と情報だけで職場環境も見ずに就

業区分の判定をすることは、不適切であると考えられる。したがって、本来、

就業区分の判定を依頼された場合は、個別訪問を条件に受諾することが望まし

い。 

 

13)地域産業保健センター事業の普及促進 

産業保健活動総合支援事業は、未だ認知度が低いのが現状である。したがっ

て、今後も、事業者への啓発、地域産業保健センターの活動に関する広報を積

極的に推進すべきである。 

一方、協会けんぽによる事業所訪問と特定保健指導と混同されている場合が

あることが指摘されている。両者の活動が異なることについても積極的に広報

するとともに、本来、相互の事業のあり方を調整すべきである。 
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14)まとめ 

地域産業保健センター事業は、地区医師会・登録産業医・コーディネータの

活性度に依存しているのが現状である。 

労働者健康福祉機構本部と産業保健総合支援センターは、地区医師会・登録

産業医・コーディネータの意欲を促進するような企画・目標の設定、情報・資

料の提供、運営の支援、予算措置、広報普及の推進、関係機関との連携を推進

すべきである。 

現時点では、特に、次の事項に資源を集中させることが急務である。 

（1）地区医師会が企画や活動に主体的に関与できるようにし、地域特性を考慮

しながら利用者にとって効果的な支援を実現させること 

（2）専門職による事務作業の負担をできるだけ軽減すること 

（3）優秀なコーディネータを確保するとともに、意欲と能力を活かして安心し

て活動することができるよう、身分の安定化など環境を整備し、育成する

こと 
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II 社会の要請に応える日本医師会認定産業医制度 

1)はじめに 

日本医師会の認定産業医が、これまでわが国の産業保健の推進に果たしてき

た役割は大きい。全国の各地域における産業保健活動をこれからも適切に担っ

ていくためには、定期的な知識の更新が不可欠である。認定産業医は、企業に

よる国際競争の激化、雇用形態の多様化や労働関連法制の変更、人口高齢化に

よる疾病を有しながら働く労働者の増加、メンタルヘルス対策の重要化、新た

な化学物質による健康障害の顕在化、リスクアセスメントに関する政策の強化

などの最近の産業社会の変化について理解して、企業や労働者のニーズに対応

できる資質を確保していくことが求められる。そのために必要な認定産業医制

度および産業医学研修のカリキュラムのあり方について、認定産業医制度に関

する小委員会を設置して検討し、さらに産業保健委員会において審議した。そ

の経緯を含めて提言として取りまとめた。 

 

2)更新条件の見直し 

現在、認定産業医の更新に必要な条件（産業医学生涯研修 20 単位以上、うち

更新研修 1単位以上および実地研修 1単位以上）に「うち専門研修 2単位以上

（作業環境管理、作業管理、有害業務管理に限る）」を追加することについて検

討した。近年、専門研修として実施されている内容がメンタルヘルス対策をは

じめとする健康管理に偏った傾向がみられることや産業医学の本質的な領域に

関する進展についても履修すべきであることなどの意見があった。 

一方、都道府県や地域によっては、作業環境管理、作業管理、有害業務管理

といった領域で適切な講師を確保しにくい現状があること、一般診療にも役立

つような内容が盛り込まれた領域のほうが参加する医師が多い傾向があること、

要件の厳格化は認定産業医の特徴である生涯研修の受講による資格更新の意欲

を減衰しかねないことなどの懸念が示された。 

また、現在、労働安全衛生法の改正に基づき関係省令によって産業医に新た

な職務が追加された時期であることや産業医の需給バランスに関して必ずしも

供給が十分とは言えない地域も未だ多くある現状もあることも認識しておく必

要がある。 

これらのことから、認定産業医の更新条件を見直すことについては、現時点

では行わず、今後の需給動向も注視しつつ継続して検討すべきことが適当と考

えた。 
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3)失効後の再申請に関する取扱い 

認定産業医を取得した医師が、5 年間で必要な単位を取得できずに失効した

後に改めて資格の取得を申請（以下、「再申請」という）する場合、改めて基礎

研修会 50 単位を取得して新規に申請しなければならないという現行の要件を

緩和すべきかどうかについて検討した。ここで、現在も、出産、留学、外国居

住、入院等の特別に考慮すべき事情がある場合については、都道府県医師会を

通じて、日本医師会で個別に審議することになっている。産業保健委員会にお

ける審議では、具体的な再申請のための条件として、生涯研修の 20 単位を受講

すればよいものとする案も提示された。 

一方、再申請の条件を緩和する対象者をどの範囲とするのか、これまで更新

のために努力している医師や失効後に改めて 50 単位を取得した医師との公平

性をどのように確保するのか、また、更新期限を意図的に遅らせようとする行

為をどのように防止するのかなどについては、慎重な対応が必要であるという

指摘もあった。特に、生涯研修による更新制度は、認定産業医制度の大きな特

徴であり、本制度の根幹であることから、十分な審議が必要であるという意見

もあった。 

これらのことに加えて、前項とも関連して、現在、法改正の直後であること

なども踏まえて、産業医の更新条件を緩和することについても、現時点では行

わず、審議を継続すべき事項と考えた。 

 

4)カリキュラムの内容 

産業医学研修会のカリキュラムの基本的な内容は、当面、従来通りとすべき

である。ただし、近年の社会動向等を踏まえて、次の事項については考慮が必

要である。 

（1）企業活動の国際化を踏まえて、カリキュラムの例に、「職場における輸入

感染症対策」、「外国人労働者の健康管理」などを追加すること 

（2）受動喫煙の防止を強化すべき観点から、カリキュラムの例に、「職場にお

ける受動喫煙防止活動」などを追加すること 

（3）労働安全衛生法の改正に伴って産業医の職務にストレスチェックに関す

る職務が省令で追加されたことを踏まえて、「産業医の職務としてのスト

レスチェック」などを追加すること 

また、産業医学との関連性が不明確な演題や講義内容が繰り返し申請されて

いることから、カリキュラムの例として「適切でない主題」を示すとともに、

それらの「適切な主題」への変更例も示すべきであるという意見があった。具

体的な変更例としては次のようなものが考えられる。 

 



 

8 

表 産業医学研修として申請される主題の変更案（例） 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

実地研修の課題に関する変更例 

衛生管理者の職務  →衛生管理者への助言・指導方法に関する実習 

労働衛生教育･健康教育 →労働衛生に関する教育技法の演習 

製造業における労働衛生 →製造業における労働衛生事例に関するグループワー         

               ク 

生涯・更新研修の課題に関する変更例 

健康経営について  →健康経営のための産業医の協力 

職場のパワハラ対策  →職場のパワハラとメンタルヘルス対策 

化学物質のリスクアセスメント→化学物質のリスクアセスメントへの産業医の関わり 

 

基礎・後期または生涯・専門の課題に関する変更例 

2 型糖尿病の病態と管理目標 →2 型糖尿病の病態と就業継続のための産業医活動 

乳がん健診の現状と課題 →産業保健としての乳がん検診の意義 

動脈硬化性疾患の一次予防 →労働者のメタボリックシンドローム対策 

口腔内と全身の健康保持 →産業保健活動としての口腔保健 

個人情報の保護  →労働者の健康情報の保護 

職場を元気にする腰痛対策 →労働者の腰痛対策を通じた職場の活性化 

超高齢化社会の労働力確保 →超高齢化する労働者の健康面からの就業適性 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

5)認定産業医データベースの活用 

日本医師会地域医療第 2課が保有する認定産業医の登録内容については、今

後、電子データベース化としての活用を一層推進すべきである。このことに関

連して、現在、日本医師会として健康スポーツ医を含む研修会システムの見直

しが進められていることから、その動向と連動した改革を図ることが望ましい。

将来的には、認定産業医ごとの産業医学研修の受講単位数に関する記録の定期

的な更新、各都道府県医師会等で開催される研修会の申請手続きのウェブ入力、

研修受講者の医師資格証を用いた出席確認、都道府県医師会や郡市区医師会が

産業医を紹介する際の認定産業医データベースの利用などについて検討すべき

である。 

 

6)その他 

都道府県医師会や郡市区医師会等の職員の人事異動等があっても研修単位の

付与に関する許認可の判断基準が一定に維持されるよう、判断に必要な事項が
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要領よく確認できるように産業医学研修会の申請様式を改訂すべきである。た

とえば、国費を使用した研修になっていないかを確認する項目を設けることや

カリキュラムのコード番号記入欄を設けたりすることについて検討すべきであ

る。また、演題と講師名だけからは産業医学との関連性や基礎研修会・後期研

修と生涯研修会・専門研修の単位としての合理性などを判断できない場合もあ

ることから、任意で講演内容を記載できる欄を設けることについて検討すべき

である。 
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Ⅲ 労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度 

1)はじめに 

平成 27 年 12 月から労働者の心理的な負担の程度を把握するための検査（ス

トレスチェック）が開始された。この制度に産業医が関与する際の課題を検討

した。 

平成 27 年 5 月～6月に、産業医としての具体的な活動内容とストレスチェッ

クに関与する際の課題について、日本医師会認定産業医の中から無作為で抽出

した 1万人を対象に郵送法でアンケート調査を実施し、4,153 人から回答を得

た（41.5％）。その結果に基づいて、ストレスチェック制度への関与を中心に、

認定産業医の活動の実態および今後のあり方について、産業保健委員会におい

て審議を行って整理し、提言を取りまとめた。 

 

2)産業医活動の実態 

今回の調査を詳細に分析した結果によれば、認定産業医のうち産業医活動を

行っている医師は 62％であった。認定産業医が産業医活動を行っていない理由

は、「時間・余裕なし」や「働く事業所がない」という回答が多かった。 

非専属の産業医（嘱託産業医）を行っている認定産業医では、3事業場以上

を受け持っている者が 4割以上であった。外部機関に所属する認定産業医はさ

らに多数の事業場を受け持っていた。 

健康診断結果に基づく医師の意見聴取への関与は、専属産業医は 9割超、嘱

託産業医は約 8割であったが、外部機関に所属する認定産業医ではやや低かっ

た。 

認定産業医が連携している他の専門職としては、保健師と看護師が圧倒的に

多かったが、心理職と連携している例も多かった。連携している認定産業医は、

専属産業医は 9割近くであったが、嘱託産業医では 4割強であった。連携をし

ている嘱託産業医の方が、産業医としての活動時間数が長く、業務全体に占め

る割合が高かった。また、連携をしている嘱託産業医の方が、ストレスチェッ

クを実施可能とする割合が高かった。 

嘱託産業医および外部機関の平均的な契約期間は、ほとんどが 1年となって

いて、契約額は、毎月 2～6万円の間に約 2／3が集中しており、毎月 3～4万円

が最多であった。 

職場巡視の状況は、年間の職場巡視回数が 2つのピークに分かれており 2回

以下が約 4割を占めている一方、法定どおり年間 12 回巡視している割合も 3

割程度であった。 

認定産業医の活動で多かったものは、順に、一般健康診断の結果確認、衛生
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委員会への出席、保健指導、長時間労働者に対する面接指導、労働者からの相

談対応であった。 

有害業務に関連した活動（特殊健康診断結果の確認、作業環境の把握・確認

と指導、作業内容等の把握・確認と指導、健康障害の原因調査・再発防止指導）

を行っている認定産業医は、年間の職場巡視回数が多かった。 

医療関連業種（病院・診療所および老人福祉施設）の認定産業医が経営側に

いる割合は、病院・診療所では 35％であった一方で、社会福祉施設では 14％で

あった。 

 

3)ストレスチェックの実施 

ストレスチェック制度に関与することについて、専属産業医は「十分実施可

能」、「何とか実施可能」を合わせた実施可能が 6割超で、嘱託産業医も半数近

くがそのように回答した。嘱託産業医がストレスチェックを担当するには、契

約額の増額など契約の見直しが必要という回答を認めた。 

 

4)ストレスチェックへの関与 

ストレスチェック制度は、集団分析等により職場改善を図るとともに、高ス

トレスと判定された者が事業者に面接指導を受けることを申し出た場合に、医

師が面接指導を実施して、職場における心理的ストレスの緩和をめざす制度で

ある。面接指導を行った医師は、厚生労働省が示す「長時間労働者、高ストレ

ス者の面接指導に関する報告書・意見書作成マニュアル」の面接指導結果報告

書を参考に記録を作成し、事業者に提出する必要がある。 

ここで、高ストレスと判定された者が事業者に面接指導を受けることを申し

出なかった場合は、産業医が実施者または共同実施者（実施者等）であったか

どうかで対応が異なる。実施者等でなかった場合は、産業医が検査結果を知り

得ないために何ら有効な対応を取ることができない。一方、産業医が実施者等

であった場合は、産業医が検査結果を知り得ることになるので、面接指導を受

けるように勧奨することが望ましい。この際、本人と面談できるよう工夫して、

職場における心理的ストレスの緩和や本人のメンタルヘルスを支援し、必要な

ら面接指導につなげることが望ましい。 

ストレスチェック制度では、その内容が受検者の機微に触れるため、実施者

等は事業者の知らない情報を管理する状況もあるが、従来から行われてきたメ

ンタルヘルス体制や健康管理の一環としてストレスチェックを活用しながら、

事業者に必要な助言や指導を行うことが望ましい。 

なお、産業医が高ストレス者に対して面接指導を行う際には、過重労働者に

対する面接指導と同様に、就業の状況や労働条件などについて十分に尋ね、不
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十分な場合は職場上司や事業所長などからも情報を収集した上で、高ストレス

者についての面接指導を行うべきである。 

また、現時点では、50 人未満の事業場においては、ストレスチェック実施の

強制義務は規定されていないことから実施する事業場は少ないと思われるが、

地域産業保健センターにおいて面接指導を行う場合には、事業場の職場や作業

について十分に理解して行うことが適切である。 
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Ⅳ 小規模事業場における産業保健活動の推進 

1)はじめに 

近年、小規模事業場の労働者が多く含まれる社会経済的に不利な状況下にあ

る者は健康面で多くの課題を抱えていることが明らかとなっている。 

日本医師会産業保健委員会は、平成 4年から、毎回、継続して、労働安全衛

生法施行令によって規定されている産業医選任義務のある事業場の基準を 30

人に引き下げるよう政府に要望するよう提言してきた。その後、23 年が経過し

たが、この要望は未だに実現していない。 

一方、この間、法改正により 50 人未満の事業場における産業医の選任が努力

義務となり、厚生労働省は地域産業保健センター事業や産業医共同選任事業そ

の他の小規模事業場における産業保健活動の助成事業を実施し、小規模事業場

に産業医が関与できる体制が徐々に整備されてきた。しかし、事業者に対する

努力義務の規定は経済的な理由から遂行されにくく、厚生労働省による事業は

近年廃止または縮小され安定的に継続されてきたとは言えない。 

そこで、今回の答申においても、小規模事業場に従事する労働者の健康を確

保するにはこれらの事業場に産業保健活動を安定的に供給することが必要であ

ると考え、そのためには小規模事業場に認定産業医が安定的に関与できる法制

度を確立するように、改めて、政府に要望すべきであると考える。その具体的

な施策について審議した事項を以下に示す。 

 

2)事業場における産業医選任基準の 30 人への引下げ 

小規模事業場においては、危険有害要因のリスクが高いことや労働災害や業

務上疾病の発生率が高いことなど労働安全衛生上の課題が多いが、産業保健の

専門職が選任されておらず、事業場外から医療職が関与する機会もほとんどな

い。このことは、近年、わが国における労働災害が下げ止まりしている要因の

一つになっている可能性がある。また、小規模事業場には高年齢労働者の割合

が高い事業場や健康上の課題を多く抱える労働者がいる事業場も多数存在する

が、これらの事業場にも相談できる専門職が身近に存在しない。このことは、

持病を持ちながら就業を希望する者の社会経済活動への参加を阻害する要因に

なっている可能性がある。 

平成 5年から、厚生労働省は、地域産業保健センターの設置を推進し、小規

模事業場の個別訪問や相談窓口を受け付けてきたが、20 年以上が経過した現在

においても小規模事業場の約 1％しか支援できていない。 

実際に、昭和 41 年から 47 年までは、有害業務のある事業場において、旧労

働基準法に基づく旧労働安全衛生規則が、医師である衛生管理者を 30 人以上の
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事業場で選任するよう義務付けていた。ただし、昭和 47 年に労働安全衛生法が

施行された際に、有害業務のある事業場においても選任基準が一律 50 人以上に

引き上げられて政令で規定され、その後 40 年以上が経過して企業のダウンサイ

ジングが進行し、認定産業医が養成されるようになったにもかかわらず、選任

基準は一度も改正されてこなかった。 

このような経緯から、今日、労働者の安全と健康を確保するには、少なくと

も有害業務のある事業場では産業医の選任義務のある事業場の規模を 30 人以

上に引き下げるべきである。 

平成 4年 3月の日本医師会産業保健委員会答申は、「・・・50 人以上の現行

の最低選任義務基準を 30 人以上とし、新たに認定産業医の資格を取得する医師

に積極的に産業医を担当してもらうことにより、産業医の選任対象を少しでも

多くの労働者に広げることが望ましい。」と記しており、その後も 2年ごとに提

出される答申においても、選任基準を 30 人に引き下げるよう国に働きかけるべ

きことが繰り返し述べられている。 

この間、産業医として被選任資格を有する医師は年々増加しており、現在ま

でに、日本医師会を中心に 9万人以上が養成され、有効な認定産業医の資格を

有する医師は 6万人以上に達しており、この人数は世界に類を見ない。30～49

人の事業場数が12万事業場としても1人の認定産業医が2カ所ずつ担当すれば

すべての事業場において産業医を選任できる人数に達している。すでに、認定

産業医の資格を有しながら活動する事業場がない医師が都市部の若手医師を中

心に大勢存在している現状があることも報告されている。 

以上のことから、改めて、政府に対して、産業医を選任する義務を有する事

業場の基準を「常時使用する労働者数が 30 人以上の事業場」に引き下げるよう

さらに強く働きかける必要がある。 

 

3)小規模事業場における健康診断結果に基づく医師の意見聴取義務の徹底 

平成 8年、労働安全衛生法が改正されて、事業場の大小にかかわらず、事業

者が労働者ごとの健康診断結果に基づく医師の意見を聴取するよう義務づけた

が、その後、約 20 年が経過する中で実施率は 30％台と低迷している。その理

由の一つとして、事業場の規模が小さくなるにしたがって産業医の選任率が低

下し、小規模事業場においては医師が関与しておらずどの医師にどのようにし

て意見を聴取すべきかが不明確なままになっていることが挙げられる。現在、

最も適切な相談先として考えられる地域産業保健センターの登録医を利用して

いる小規模事業場は約 1％に過ぎない。したがって、多くの小規模事業場では、

健康診断結果を活用しておらず、健康診断を実施した機関の医師に意見を求め

たり、事業者が勝手に解釈したり、労働者が異常所見を放置したりしているお



 

15 

それがある。 

小規模事業場における労働者の健康確保を一層確実なものとするためには、

労働安全衛生法の規定である健康診断結果に基づく医師の意見聴取に関する事

業者の義務に罰則を規定することが有効と考える。 

小規模事業場における健康診断結果に基づく医師の意見聴取義務が強化され

れば、地域産業保健センターを積極的に利用する小規模事業場が増加し、職場

改善や疾病予防の活動が推進されるものと期待される。 

 

4) 小規模事業場における健康診断の徹底 

小規模事業場の労働者は、雇用や労働条件が不安定で健康上の課題が多いと

推測される。 

また、近年、保険者による特定健康診査や特定保健指導は小規模事業場にお

いても普及しており、事業者による労働安全衛生法に基づく健康診断との相違

は十分に理解されておらず、混乱が認められる。 

小規模事業場における健康診断の実施を徹底するには、労働行政により事業

場が健康診断結果を労働基準監督署に報告する義務を有する事業場の基準が、

「常時使用する労働者数が 30 人以上の事業場」に引き下げられることが有効と

考える。 

小規模事業場において健康診断の実施が徹底されれば、その労働者の健康課

題が明らかとなり、職場改善や疾病予防の活動が推進されることが期待される。 

 

5)小規模事業場の類型化 

小規模事業場においては、前項で示したように 30 人以上の事業場においては

産業医を選任するとしても、それ未満の事業場においては中規模以上の事業場

と同等の産業保健活動の実施を求めることは現実的ではない。また、資源供給

の公平性を考慮すれば、小規模事業場において職場巡視や衛生委員会を 50 人以

上の事業場と同様に毎月実施することが必ずしも妥当とは言えない。 

そこで、小規模事業場においても職場巡視や衛生委員会を実施するとしても、

その頻度を調整することが現実的であると考える。さらに、小規模事業場を事

業場の規模に応じて類型化して、具体的に産業医や地域産業保健センターに実

施を依頼すべき施策を、次のように明示して推進することが現実的であると考

える。 

20 名未満 ：労働者ごとの健康診断結果に対する就業上の意見の聴取のみ 

20～30 名未満：上記の意見聴取に加えて年に 2回程度の事業場の個別訪問 

30～50 名未満：産業医の選任と年に 4回程度の事業場の個別訪問 
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6)産業医を未選任の事業場への行政指導の強化 

50 人以上の労働者を常時使用する事業場であっても、産業医を選任しないま

まに長年が経過しているところがある。 

それらの産業医を未選任の事業場については、罰則のある法令に違反してい

ることから、各地の労働基準監督署から直ちに産業医を選任するよう行政指導

を徹底するよう要望すべきである。 

また、産業医を未選任である事業場については、労働基準監督署が当該事業

場に告知のうえで、都道府県医師会や郡市区医師会にその旨を通知して、当該

事業場の求めがあれば産業医の候補者を斡旋する活動を積極的に推進すべきで

ある。 
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Ⅴ 産業医制度のあり方 

1）小規模事業場への産業医活動の普及 

常時使用する労働者数が 30～49 人の事業場では、前章で述べたように、新た

に産業医の選任を法令で義務付けることによって、小規模事業場における労働

災害の発生を一層低減し、持病を有しながら就業する労働者の健康を支援する

ための産業医活動を普及させるべきである。 

常時使用する労働者数が 30 人未満の事業場では、前章で述べたように、地域

産業保健センターの活用について一層明確かつ積極的に行政指導すべきである。 

特に、有害業務のある事業場においては、業務上疾病の発生を確実に予防で

きるよう産業医活動の普及を徹底すべきである。 

一方、事業場の生産設備や面積が小規模である場合は、50 人以上の事業場と

同様に毎月の職場巡視や衛生委員会を法令で義務付ける必然性まではないこと

も考えられることから、安全衛生リスクアセスメントの結果などに基づいて、

職場巡視や衛生委員会の頻度については緩和することについて検討してもよい

と考えられる。 

 

2）産業医学を専門とする医師との交流の促進 

近年、職場の心理的ストレス対策や化学物質のリスクアセスメントなど産業

医学を専門とする医師が大規模事業場で選任されている場合があるが、これら

の医師と地域における嘱託産業医との交流は一般に低調で、その知識や経験が

共有されているとはいえない。 

今後は、都道府県ごとに整備された産業保健総合支援センターの活動を通じ

て産業医学を専門とする医師と地域の嘱託産業医とが定期的に交流できる機会

が設けられることが望ましい。そのような機会があれば、嘱託産業医が関わる

多くの事業場においても産業医学の専門的な活動が普及することが期待できる。 

 

3）産業医活動の投入時間制 

大規模事業場においては、1 人の専属産業医が対象とする労働者数が数千人

の規模となっている現状も認められる。更に、産業医が健康保険組合や医療機

関などの業務に協力しているなどして、実際に、産業医としての本質的な活動

が十分にできていない事例も認められる。本来、労働災害の防止や労働者の健

康確保にとって効果的な活動を優先して実施すべきである。 

そこで、産業医を選任する義務のある事業場においては、実際に、産業医と

しての活動（職場巡視、健康診断結果に基づく就業上の意見具申と保健指導、

長時間労働者への面接指導、高ストレス者への面接指導、衛生委員会への出席、
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作業環境測定結果への意見具申、労働衛生教育、労働衛生活動の企画等）に関

与する時間について、最低基準を設けて、それらを確保するような制度を検討

するよう要望すべきである。 

 

4）産業医活動のタスクシェアリング 

産業医の職務のうち産業衛生技術者（オキュペーショナル・ハイジニスト）、

産業看護職、心理職等の専門職に分担させることができる職務について整理し

てチームとして産業医活動を推進することについて検討すべきである。 

ただし、職務を一部ずつ分担した場合であっても、産業医がそれらの活動を

総括して、事業場や労働者に対して指導や助言を行う必要がある。また、複数

の産業医が分担するような形態を取る場合であっても、事業場に対して責任を

有する産業医に情報を集約して、その指示の下でチームとしての活動が実施さ

れなければならない。 


